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No 頁 編 章 修正後 修正前 理由や根拠、補足説明等

1 表紙 甲賀市避難情報の発令マニュアル 甲賀市避難勧告等に関するマニュアル 国ガイドライン改正

2 表紙 令和３年７月 令和元年７月 国ガイドライン改正

3 全般 避難情報 避難勧告等 国ガイドライン改正

4 全般

警戒レベルの配色
（R, G, B）
警戒ﾚﾍﾞﾙ５（黒）=（12, 0, 12）
警戒ﾚﾍﾞﾙ４（紫）=（170, 0, 170）
警戒ﾚﾍﾞﾙ３（赤）=（255, 40, 0）

＊変更

国ガイドライン改正

5 全般 洪水等 水害 国ガイドライン改正（用法統一）

6 全般 洪水等 風水害 国ガイドライン改正（用法統一）

7 全般 高齢者等避難 避難準備・高齢者等避難開始 国ガイドライン改正

8 全般 避難指示 避難勧告 国ガイドライン改正

9 全般 ＊削除 避難指示（緊急） 国ガイドライン改正

10 全般 緊急安全確保 災害発生情報 国ガイドライン改正

11 全般 洪水 外水はん濫 国ガイドライン改正（用法統一）

12 全般 洪水浸水想定区域図 浸水想定区域図 国ガイドライン改正（用法統一）

13 全般 SNS facebook 時点修正

14 全般 ＊各水位の後に「レベル水位」を追記 ＊用語追加 国ガイドライン改正

15 全般 日連続雨量 日雨量
気象庁もしくは国土交通省の用法に
統一

16 全般 土砂災害の危険度分布 県の土砂災害警戒情報 誤記

17 全般

＊洪水等、土砂災害に無関係の以下の３点を削除

・次の警報の１つ以上が発表され、本市に影響を
受ける可能性が高いと市長が認めるとき
①大雨警報、②洪水警報、
③暴風警報、④大雪警報、
⑤暴風雪警報

＊判断基準にかかる雨量（気象注意報・警報・特別
警報）の記述のうちで、

・次の警報の１以上が発表され、本市に影響を受け
る可能性が高いと市長が認めるとき
①大雨警報、②洪水警報、
③暴風警報、④大雪警報、
⑤暴風雪警報

彦根気象台指摘事項

18 全般 「発表」 気象情報の「発令」 誤記

甲賀市地域防災計画　修正項目一覧表【甲賀市避難勧告等に関するマニュアル】
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No 頁 編 章 修正後 修正前 理由や根拠、補足説明等

19 全般

＊以下に変更

・滋賀県土木防災情報システム　土砂災害降雨危
険度において、当該地域が「警戒（赤色）」と判
定された場合

＊判断基準にかかる土砂災害の記述のうちで、

・県土砂災害警戒情報において、当該地域が「避難
準備開始の目安（赤色）」と判定された場合 時点修正

20 全般

＊以下に変更

滋賀県土木防災情報システム　土砂災害降雨危険
度において、当該地域が「非常に危険（薄紫）」
と判定された場合

＊判断基準にかかる土砂災害の記述のうちで、

・県土砂災害警戒情報において、当該地域が「避難
開始の目安・土砂災害基準超過のおそれ（薄紫
色）」と判定された場合

時点修正

21 全般 異常洪水時防災操作（ただし書き操作） ダム操作規則のただし書き操作 時点修正

22 B-2 はじめに １．はじめに
令和3年5月に改定した「避難情報に関するガイド
ライン」

平成31年3月に改正した「避難勧告等に関するガイ
ドライン」

国ガイドライン改正

23
B-2
～
B-3

はじめに １．はじめに 国ガイドライン改正

24 B-3 はじめに
２．本マニュアルで
の対象災害種別

土砂災害（急傾斜地の崩壊・土石流） 土砂災害 国ガイドライン改正（用法統一）
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No 頁 編 章 修正後 修正前 理由や根拠、補足説明等

25
B-4
B-5

はじめに
３．避難勧告等の判
断・伝達フロー

＊協議事項１【資料１】参照

避難勧告等の判断・伝達フローの概略イメージ
（水害）
避難勧告等の判断・伝達フローの概略イメージ
（土砂災害）

国ガイドライン改正

26 B-5 はじめに
３．避難勧告等の判
断・伝達フロー

土砂災害警戒情報が解除されるとともに気象情報
をもとに今後まとまった降雨が見込まれないこと
を確認した。

土砂災害警戒情報が解除 国ガイドライン改正

27 B-5 はじめに
３．避難情報の判
断・伝達フロー

＊土砂災害フローの処理記号に各防災気象情報を
追記

＊事項追加 国ガイドライン改正

28
B-6
B-7

はじめに
３．避難勧告等の判
断・伝達フロー

＊削除：本マニュアル内の他記述と重複するため
避難勧告等の判断・伝達フローの概略イメージ（水
害）
避難勧告等の判断・伝達フローの概略イメージ（土

事務局見直し

29 B-8 第Ⅰ編　洪水等 １．対象とする災害

■参考【想定最大規模】
＜野洲川・杣川＞
・24時間総雨量663mmの大雨が流域一様に降る
＜大戸川＞
・9時間雨量443mmの大雨が黒津地点上流域で降る

■参考【200年に一度】
・時間最大雨量109mm、24時間雨量529mmの大雨が
流域一様に降る

＊参考追加 時点修正

30 B-8 第Ⅰ編　洪水等
１．対象とする災害

（注）洪水浸水想定区域図：洪水により堤防が破
堤したり溢水したときの、それぞれの氾濫区域を
重ね合わせたもので、想定される最大の区域と水
深を示している。

＊注釈追加 時点修正

31 B-8 第Ⅰ編　洪水等
１．対象とする災害

（注）地先の安全度マップ：自宅や勤務先などの
生活空間に、どのくらいの水害リスクがあるのか
を滋賀県がシミュレーションにより求めた図。川
や水路があふれ浸水するおそれがあるのか、あふ
れた場合はどの程度の被害となるのかを明示した
もの。10年確率（10年に1度程度降る雨：概ね1時
間50㎜）、100年確率（100年に1度程度降る雨：
概ね1時間109㎜）、200年確率（200年に1度程度
降る雨：概ね1時間131㎜）がある。平成30年3月
までの河道・水路・地盤・盛土のデータを反映。

時点修正

32
B-9～
B-14

第Ⅰ編　洪水等
２．避難勧告等の対
象とする区域

＊土砂災害と合わせて別表を作成 避難勧告等の対象とする区域 時点修正
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No 頁 編 章 修正後 修正前 理由や根拠、補足説明等

33 B-15 第Ⅰ編　洪水等
３．避難情報の発令
の判断基準

国ガイドライン改正

34 B-16 第Ⅰ編　洪水等
３．避難情報の発令
の判断基準

★雨量による避難情報の発令基準（前日までの降
雨がない場合）のイメージ図

＊名称追記 誤記

35 B-16 第Ⅰ編　洪水等
３．避難情報の発令
の判断基準

＊削除 図のうち『避難指示（緊急）発令』を削除 国ガイドライン改正

36 B-16 第Ⅰ編　洪水等
３．避難情報の発令
の判断基準

(注1)時間雨量:1時間雨量のこと｡
(注2)日連続雨量:日降水量。当日の0:00～24:00
の降水量のこと｡
(注3)累積雨量:累加雨。降り始めからその時間ま
での雨量の合計量｡無降雨が概ね6時間続くとリ
セットされる｡
(注4)記録的短時間大雨情報：雨量基準（滋賀県
は１時間雨量90㎜以上）を満たし、かつ大雨警報
発表中にキキクル（危険度分布）の「非常に危
険」（薄紫）が出現している場合に発表する。

＊注釈追加

彦根気象台指摘事項

37

B-19
B-22
B-25
B-28

第Ⅰ編　洪水等
３．避難情報の発令
の判断基準

＊削除 ＊河川毎の判断のタイミングのうち、「警戒レベル
４避難指示（緊急）」を削除

国ガイドライン改正
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No 頁 編 章 修正後 修正前 理由や根拠、補足説明等

38 B-19 第Ⅰ編　洪水等
３．避難情報の発令
の判断基準

＊①野洲川のタイミングのうち以下の記述に変更

警戒レベル５緊急安全確保
切迫 ：大雨警報が出され、降雨が続き、河川の
水位が間もなく越水しそうな場合・北杣橋水位観
測所の水位が氾濫開始相当水位に到達した場合
発生確認：決壊や越水・溢水が発生した場合（巡
視や氾濫発生情報により把握できた場合）

＊①野洲川の判断のタイミングのうち以下の記述

【警戒レベル５】災害発生情報発令
・決壊や越水・溢水が発生した場合

国ガイドライン改正

39 B-22 第Ⅰ編　洪水等
３．避難情報の発令
の判断基準

＊②杣川のタイミングのうち以下の記述に変更

警戒レベル５緊急安全確保
切迫 ：大雨警報が出され、降雨が続き、河川の
水位が間もなく越水しそうな場合・水口橋水位観
測所の水位が氾濫開始相当水位に到達した場合
発生確認 ：決壊や越水・溢水が発生した場合
（巡視や氾濫発生情報により把握できた場合）

＊②杣川の判断のタイミングのうち以下の記述

【警戒レベル５】災害発生情報発令
・決壊や越水・溢水が発生した場合

国ガイドライン改正

40 B-25 第Ⅰ編　洪水等
３．避難情報の発令
の判断基準

＊③大戸川のタイミングのうち以下の記述に変
更、

警戒レベル５緊急安全確保
切迫 ：大雨警報が出され、降雨が続き、河川の
水位が間もなく越水しそうな場合･三代出地先で
堤防の最も低いところと、流水面との差が10cm未
満となったとき（信楽小学校区）・大戸川旭橋水
位観測所の水位が氾濫開始相当水位に到達した場
合
発生確認：決壊や越水・溢水が発生した場合（巡
視により把握できた場合、※警戒レベル５相当の
洪水警報の危険度分布が新設されるまでの間、大
雨特別警報（浸水害）が発表された際、洪水警報
の危険度分布において当該河川が「極めて危険
（濃い紫）」と判定された場合）

＊③大戸川の判断のタイミングのうち以下の記述

【警戒レベル５】災害発生情報発令
・決壊や越水・溢水が発生した場合

国ガイドライン改正

41 B-26 第Ⅰ編　洪水等
３．避難情報の発令
の判断基準

＊④その他小河川等のタイミングのうち以下の記
述に変更、

警戒レベル３高齢者等避難
水位情報周知されないが氾濫注意水位の基準があ
る一級河川の基準：大雨警報等が出され、降雨が
続き、河川の水位が氾濫注意水位（レベル２水
位）に達し、１時間以内に氾濫危険水位計画高水
位に達する見込みがある場合

＊④その他小河川等の判断のタイミングのうち以下
の記述、

警戒レベル３避難準備・高齢者等避難開始
水位情報周知されないがはん濫注意・はん濫危険水
位の基準がある一級河川の基準：大雨警報等が出さ
れ、降雨が続き、河川の水位が「避難判断水位」に
達し、１時間以内に「はん濫危険水位」に達する見
込みがある場合

滋賀県流域政策局流域治水政策室
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No 頁 編 章 修正後 修正前 理由や根拠、補足説明等

42 B-27 第Ⅰ編　洪水等
３．避難情報の発令
の判断基準

＊④その他小河川等のタイミングのうち以下の記
述に変更

警戒レベル４避難指示
水位情報周知されないが氾濫注意水位の基準があ
る一級河川の基準：大雨警報等が出され、降雨が
続き、河川の水位が避難判断水位氾濫注意水位
（レベル２水位）をはるかに超え、越水すると判
断される場合

＊④その他小河川等の判断のタイミングのうち以下
の記述

警戒レベル４避難勧告
水位情報周知されないがはん濫注意・はん濫危険水
位の基準がある一級河川の基準 ・大雨警報等が出
され、降雨が続き、河川の水位が「避難判断水位」
をはるかに超え、越水すると判断される場合

滋賀県流域政策局流域治水政策室

43 B-28 第Ⅰ編　洪水等
３．避難情報の発令
の判断基準

＊④その他小河川等のタイミングのうち以下の記
述に変更

警戒レベル５緊急安全確保
切迫 ：大雨警報が出され、降雨が続き、河川の
水位が間もなく越水しそうな場合
発生確認：決壊や越水・溢水が発生した場合（巡
視により把握できた場合、※警戒レベル５相当の
洪水警報の危険度分布が新設されるまでの間、大
雨特別警報（浸水害）が発表された際、洪水警報
の危険度分布において当該河川が「極めて危険
（濃い紫）」と判定された場合）

＊④その他小河川等の判断のタイミングのうち以下
の記述

【警戒レベル５】災害発生情報発令
・決壊や越水・溢水が発生した場合

国ガイドライン改正

44 B-29 第Ⅰ編　洪水等
４．避難情報の伝達
内容

・文頭に「緊急情報！」追加
・文中に「こちらは甲賀市です」追加
・文中に分散避難ならびに屋内安全確保を促す文
言を追加

＊各レベルの伝達文例を変更

国ガイドライン改正

45 B-31 第Ⅱ編　土砂災害 １．対象とする災害

・土石流：447箇所（そのうち、特別警戒区域：
261箇所）・急傾斜地の崩壊：800箇所（そのう
ち、特別警戒区域：729箇所・地すべり：14箇所
（そのうち、特別警戒区域：0箇所）

・土石流：302箇所（そのうち、特別警戒区域：169
箇所）・急傾斜地の崩壊：374箇所（そのうち、特
別警戒区域：309箇所）・地すべり：4箇所（そのう
ち、特別警戒区域：0箇所）

時点修正

46 B-31 第Ⅱ編　土砂災害 １．対象とする災害

＊削除 （３）土砂災害危険区域［滋賀県が指定］
・急傾斜地崩壊危険箇所の被害想定区域：431箇所
・土石流危険区域　　　　　　　　　　：354箇所
・地すべり　　　　　　　　　　　　　：14箇所

（４）その他の場所
・山地災害危険地区：320箇所

甲賀土木事務所指摘事項

47
B-32～
B-37

第Ⅱ編　土砂災害
２．避難情報の対象
とする区域

＊洪水等と合わせて別表を作成 避難勧告等の対象とする区域 時点修正
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No 頁 編 章 修正後 修正前 理由や根拠、補足説明等

48 B-38 第Ⅱ編　土砂災害
３．避難情報の発令
の判断基準

国ガイドライン改正

49 B-41 第Ⅱ編　土砂災害
３．避難勧告等の発
令の判断基準

＊削除 ＊■土砂災害の判断のタイミングのうち、「警戒レ
ベル４避難指示（緊急）」を削除

時点修正

50 B-41 第Ⅱ編　土砂災害
３．避難勧告等の発
令の判断基準

＊■土砂災害のタイミングのうち以下の記述に変
更、

警戒レベル５緊急安全確保
切迫：大雨特別警報（土砂災害）が発表され、か
つ滋賀県土木防災情報システム　土砂災害降雨危
険度において、当該地域が「極めて危険（濃い
紫）」と判定された場合
発生確認：土砂災害が発生した場合

＊■土砂災害の判断のタイミングのうち以下の記述

【警戒レベル５】災害発生情報発令
・土砂災害が発生した場合

国ガイドライン改正

51 B-42 第Ⅱ編　土砂災害
４．避難情報の伝達
内容

・文頭に「緊急情報！」追加
・文中に「こちらはj甲賀市です」追加
・文中に分散避難ならびに屋内安全確保を促す文
言を追加

＊各レベルの伝達文例を変更

国ガイドライン改正
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No 頁 編 章 修正後 修正前 理由や根拠、補足説明等

52 B-44 第Ⅲ編　共通

１．自然災害の発生
が想定される際の情
報分析

時点修正
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